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研究成果の概要（和文）：　2000年以降の貿易構造は、金融危機による変動はあるものの、日本のアジア地域へ
の貿易依存度は上昇している。しかし、アジア全体の貿易に占める日本の相対割合は低下している。それに対し
て、中国のアジア全体に占める貿易の相対割合は拡大している。ここから、アジア地域でのリンケージの相対を
縮小させているという、デ・リンケージという定量的構造を提起した。
　デ・リンケージは、単にサービスリンク・コストの低下によるによる企業活動のグローバル化だけでは説明す
ることは出来ない。そのため、企業の関係による能力形成とその補完関係、そして、関係をささえる制度基盤と
してのグローバル生産システムの分析の定性的をおこなった。

研究成果の概要（英文）：　From qualitative point of view, we can note the tendency of trade 
delinking with Asian counties as following. Both exports and imports of Japan with Asian countries 
are going to increase, but the relative share of the both trade with Asian countries is decreasing. 
However trade share of Chain is increasing.
 From the quantitative analysis of Global production system viewing from a structural change in 
international trade, we can argue that it is important to analyze the capability creation and 
complementary relationship building among firms. And we need to make clear the structures of global 
production system basing institutions. So not only explaining the delinking process rough a 
perspective of service link cost, but also illustrating the process from the aspect of capability 
and network approach, we can analyze the global production system to figure out quantitative 
structure of network of firms.

研究分野： International Economics

キーワード： デ・リンケージ　能力形成　関係的視点　有形資産　無形資産　FDIのアンパッキング　企業組織のアン
バンドリング
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③は①②では排除された社会関係ネットワ

ーク（制度・慣行に影響された社会的個人・

企業を想定）。③の利点として信頼に基づく

関係的視点と制度的視点関しては、以下

の表のような議論を提起した。

関係的視点の提起 

①②は環境変化や制度から個人を切り離

し、市場メカニズムや組織のなかの数量・価

格・コストに焦点。③は環境・制度との関わり

からのGVCアプローチは、環

境（制度）変化への知覚・対応、組織内余剰

資源の活用、リスク・不確実性への対応、が

課題となる。また、プロセスのなかでの知識

創造、情報取引の信頼性が焦点。さらに、

③の産業論では、ガバナンス形態を類型化

するが、人間・組織行動からガバナンスの特

の構造）を深めていないという弱点

個人主義視点と関係

Granovetter(1985)：①社会性を排除した過

小社会化、②組織調整による過剰社会化、

③は①②では排除された社会関係ネットワ

ーク（制度・慣行に影響された社会的個人・

企業を想定）。③の利点として信頼に基づく

関係的視点と制度的視点関しては、以下

の表のような議論を提起した。 

 

①②は環境変化や制度から個人を切り離

し、市場メカニズムや組織のなかの数量・価

格・コストに焦点。③は環境・制度との関わり

アプローチは、環

境（制度）変化への知覚・対応、組織内余剰

資源の活用、リスク・不確実性への対応、が

課題となる。また、プロセスのなかでの知識

創造、情報取引の信頼性が焦点。さらに、

③の産業論では、ガバナンス形態を類型化

するが、人間・組織行動からガバナンスの特

の構造）を深めていないという弱点

関係的視点 

：①社会性を排除した過

小社会化、②組織調整による過剰社会化、

③は①②では排除された社会関係ネットワ

ーク（制度・慣行に影響された社会的個人・

企業を想定）。③の利点として信頼に基づく

関係的視点と制度的視点関しては、以下

①②は環境変化や制度から個人を切り離

し、市場メカニズムや組織のなかの数量・価

格・コストに焦点。③は環境・制度との関わり

アプローチは、環

境（制度）変化への知覚・対応、組織内余剰

資源の活用、リスク・不確実性への対応、が

課題となる。また、プロセスのなかでの知識

創造、情報取引の信頼性が焦点。さらに、

③の産業論では、ガバナンス形態を類型化

するが、人間・組織行動からガバナンスの特

の構造）を深めていないという弱点

 

：①社会性を排除した過

小社会化、②組織調整による過剰社会化、 

③は①②では排除された社会関係ネットワ

ーク（制度・慣行に影響された社会的個人・

企業を想定）。③の利点として信頼に基づく



情報取引（p.490)について以下の理由：ⅰ)

安価である、ⅱ)自分自身の情報（過去の情

報）信頼する、ⅲ)継続的であり将来の取引

を妨げない、ⅳ)実際の経済関係は,信頼に

期待し機会主義を控える社会の上で行われ

ている。 

 以上の議論に基づき、日本企業は、数量

でみると delinking であるけれども、アジア域

内における生産システムではネットワークの

実態を深化させているという仮説を提示し

た。 

 

５．主な発表論文等 

（研究代表者、研究分担者及び連携研究者

には下線） 

 

〔雑誌論文〕（計３件） 

①石田 修, 企業組織の解体とイノベーショ

ンの階層化:グローバル生産システムの視点, 

別冊, ２３, ５３-５４, 2017.05. 

査読なし 

②石田 修, 制度・政策転換と資産システ

ム：反ケインズ政策と組織間フィールドの変

容, Discussion Paper No.2016-2, 2016.03.

査読なし 

③石田 修, グローバル経済における企業

の異質性と資源の異質性, 経済学研究 別

冊 21 号, 64-67, 2015.03.査読なし 

 

〔学会発表〕（計９件） 

①石田修、グローバル生産システムと多国

籍企業行動、日本国際経済学会第 76 回全

国大会、2017.10.21-22.日本大学経済学部

（東京都･千代田区） 

②石田修、多国籍企業とグローバル生産シ

ステム 多国籍企業学会全国大会、

2017.07.15-16.日本大学法学部（東京都･

千代田区） 

③石田 修, 多国籍企業とグローバル・バリ

ュー・チェーン, 日本国際経済学会関西支

部シンポジウム, 2017.03.18. 関西学院大学

大阪梅田キャンパス（大阪市） 

④石田 修, 直接投資のアンバンドリングと

グローバル生産システム, 多国籍企業学会

西部部会, 2016.11.19. 立命館大学大阪茨

木キャンパス（大阪府・茨木市） 

⑤石田 修, グローバル生産システムと制

度・政策転換, 日本国際経済学会第 75 回

全国大会, 2016.10.30.中京大学（名古屋

市） 

⑥石田 修, 企業の『異質性』とグローバル

生産システム ―『企業の成長』と embedded 

perspective とに関連して―, 日本国際経済

学会九州・山口地区研究会, 2015.12.26.西

南学院大学（福岡市） 

⑦石田 修, 反ケインズ政策と世界経済：米

中構造を中心に, 日本国際経済学会九州・

山口地区研究会, 2015.08.01.西南学院大

学（福岡市） 

⑧石田 修, Global Production System and 

East Asian Trade, 8th International Fair 

Trade Towns Conference in Kumamoto, 

2014.03.30.熊本市国際交流会館（熊本市） 

⑨石田 修, アジアの生産システムの変容と

日本の中小企業, 多国籍企業学会全国学

会統一論題, 2013.07.13. 阪南大学（大阪

府・松原市） 
 
〔その他〕 
ホームページ等 
①https://www.jsie.jp/kansai/papers/61/ 
②https://www.jsie.jp/Kansai/seminar2015_ky
uuyama.html 
③https://www.jsie.jp/Annual_Meeting/2016f_
Chukyo_Univ/prog.html 
④https://www.jsie.jp/symposium/845/ 
⑤http://www.mne-jp.org/sub4.html 
 
６．研究組織 
(1)研究代表者 

石田 修（ISHIDA, Osamu） 

九州大学・大学院経済学研究院・教授 

研究者番号：40184527 

 



(4)研究協力者 

西村 直人（NISHIMURA,Naoto)  

九州大学大学院博士課程 

 


